
令和元年度奈良県版ＧＤＰ統計（県民経済計算）について

要 約 版

２０２２（令和４）年９月

奈良県総務部知事公室統計分析課



・奈良県が全国（国民経済計算）より成長率が高い年度は製造業の増加が寄与している。
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◎ 全国（国民経済計算）

プラス１．１％と３年ぶりのプラス成長
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１．経 済 成 長 率

奈良県と国の経済成長率の推移（名目）

令和元年度 奈良県の業種別対前年度成長率（名目）

◎ 奈良県

△０．３％と４年ぶりのマイナス

図３

図４

・実際の取引額で算出した名目経済成長率は、△０.３％と４年ぶりのマイナス

◎ 奈良県の主な業種別の名目成長率 （図４）
※寄与度が大きいものなど

・製造業 △２．２％
（寄与度 △０．４）

・建設業 △５．３％
（寄与度 △０．３）

・宿泊・飲食サービス業 △5．6％
（寄与度 △０．1）

・保健衛生・社会事業 ＋４．0％
（寄与度 ＋０．５）

令和元年度の名目経済成長率

◎ 国

+０．５％と７年連続のプラス

令和元年度 奈良県の業種別対前年度成長率（実質）

図１ 奈良県と国の経済成長率の推移（実質）

◎ 奈良県の主な業種別の実質成長率 （図２）

※寄与度が大きいものなど

・製造業 △３．３％
（寄与度 △０．６）

・建設業 △７．８％
（寄与度 △０．４）

・宿泊・飲食サービス業 △8．9％
（寄与度 △０．1）

・保健衛生・社会事業 ＋４．２％

（寄与度 ＋０．５）

・実質経済成長率は、製造業、建設業等のマイナスにより、△０．８％と４年ぶりのマイナス

◎ 奈良県
△ ０．８％と４年ぶりのマイナス

◎ 国

△ ０．３％と５年ぶりのマイナス

令和元年度の実質経済成長率
（成長率）

消費増税
H26年4月

(※) 全国値は内閣府「2019年度（令和元年度）国民経済計算年次推計」

図２
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県
国
全国を100とした水準（右目盛り）
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３．産 業 構 造

奈良県の総生産の経済活動別構
成比を、全国の総生産の経済活動
別構成比でそれぞれ割った数値
（特化係数）を比較すると、国と奈
良県の産業構造の違いがよくわか
ります。（図 ６）
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２．経済規模 = 県内総生産（GDP）

◎ 奈良県の経済規模（ＧＤＰ）（令和元年度）
（図５）

3兆９，2５２億円（名目）

対前年度 １１３億円の減少。

H23からは1,897億円増（＋5.1%）

◎ 奈良県の総生産の全国シェア（令和元年度）

0.７０％（対国内総生産）

国内総生産（ＧＤＰ）（令和元年度）
約 5６０兆円

（年度）

県内総生産=ＧＤＰ（名目）の推移

0.70％

図 ５

経済活動別特化係数(名目)

・奈良県の県内総生産は、3兆９，2５２億円(名目)で、国内総生産に占める奈良県の

シェアは0.７０％

・奈良県は、教育、保健衛生・社会事業、公務等の構成比が国に比べ高く、

鉱業、情報通信業、専門・科学技術、業務支援サービス業等の構成比は低い

0.75％

奈良県の経済活動別構成比

国の経済活動別構成比
特化係数 =

0 0
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４．１人当たり県民所得

「１人当たり県民所得」は、都道府県の所得水準の
比較として使用される指標。（図７）

◎ 1人当たり県民所得（令和元年度）

2７２万８千円 ２年連続の減少
前年度に比べ ２万５千円減(０.９％減)

◎ １人当たり国民所得（令和元年度）

31８万１千円 ８年ぶりの減少
前年度に比べ １千円減(０．０３％減)

◎ １人当たり県民所得／１人当たり国民所得
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図 ７

85.8％
93.8％

※「１人当たり県民所得」は個人の所得（給与）水準を表
しているものではなく、利子・配当等の財産所得や企
業の利潤なども含んだ県民経済全体の水準を表すも
のです。

１人当たり県（国）民所得の推移

・1人当たり県民所得は2７２万８千円、国民所得に対する割合は8５.８％

（千円）

※雇用者報酬や企業所得は県民所得の内数であり

それぞれの動きは以下のとおり

○ 人口１人当たりの雇用者報酬

H2６ H３０ R01

奈良県 1,8５４千円 1,8６３千円 １，８４６千円

(H３０比 △0.９%)

(H2６比 △0.４%)

国 2,031千円 2,２34千円 2,283千円

(H３０比 +２.2%)
(H2６比 +12.４%)

○ 人口１人当たりの企業所得
H2６ H３０ R01

奈良県 ６４３千円 ７１4千円 ７１３千円
(H３０比 △０.1%)

(H2６比 +１０.９%)
国 ７52千円 740千円 693千円

(H３０比 △6.4%)
(H2６比 △7.8%)

0

右目盛
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